
　　　　　　　　　　

経歴等の公表
法人名学校法人沖縄科学技術大学院大学学園 （令和６年10月１日現在）

昭和55年4月 科学技術庁採用

平成10年6月 科学技術庁科学技術政策局調査課長

平成11年7月 文部省教育助成局海外子女教育課長

平成17年7月 内閣府政策統括官（科学技術政策担当）付参事官（総括担当）

平成19年7月 経済産業省原子力安全・保安院審議官（実用発電炉担当）

平成21年7月 文部科学省大臣官房審議官（高等教育局担当）

平成24年5月 文部科学省国際統括官

平成27年4月 国立研究開発法人理化学研究所理事

平成29年4月 文部科学省科学技術・学術政策研究所所長（平成29年12月退職）

平成30年4月 国立研究開発法人理化学研究所理事（令和4年3月任期満了）

令和4年4月 学校法人沖縄科学技術大学院大学学園副理事長兼事務局長

平成13年10月 ルーセントテクノロジー　ベル研究所（米国上級副社長）

平成16年12月 ローレンス・リバモア国立研究所（米国カリフォルニア州）科学技術担当副所長

平成19年10月 ローレンス・リバモア国立研究所科学技術担当プリンシパル・アソシエイト・ディレクター

平成21年7月 ハーバード大学(米国)工学・応用化学研究科長

平成23年11月 学校法人沖縄科学技術大学院大学学園理事（～平成27年10月まで）

平成27年7月 ハーバード大学ベンジャミン・パース技術公共政策学教授/ジョンン・Ａ・ポールソン工学・

応用化学物理学長室教授（現在に至る）

平成27年12月 米国エネルギー省科学局長（～平成29年1月まで）

平成29年5月 学校法人沖縄科学技術大学院大学学園理事

平成29年7月 アメリカ芸術科学アカデミー理事

平成29年11月 学校法人沖縄科学技術大学院大学学園理事会議長

昭和44年 ハーバード大学博士研究員

昭和47年 名古屋大学理学部教授

平成9年 名古屋大学大学院理学研究科長・理学部長

平成14年 日本化学会会長

平成15年 独立行政法人理化学研究所理事長

平成17年 文部科学省科学技術・学術審議会会長

平成27年 国立研究開発法人科学技術振興機構研究開発戦略センター長

平成27年 公益財団法人日本科学技術振興財団科学技術館長

平成30年5月 学校法人沖縄科学技術大学院大学学園理事

令和6年4月 国立研究開発法科学技術振興機構研究開発戦略名誉センター長

平成3年 総務庁採用

平成18年 総務省企画課企画官併任情報システム室長（～19年）

平成19年 総務省行政管理局行政情報システム企画課国際企画官併任内閣府本府規制改革推進室企画官（～20年）

平成22年 併任総務省人事・恩給局恩給企画課（～24年）

平成24年 併任総務省行政評価局（～25年）

平成25年 総務省統計審査官（政策統括官付）

平成26年 総務省国際統計管理官（政策統括官付）

平成28年 総務省恩給企画管理官（政策統括官付）

平成29年 総務省官民競争入札等監理委員会事務局参事官併任行政管理局公共サービス改革推進室参事官（～30年4月）

平成30年 内閣府官民人材交流センター総務課長

令和3年 日本下水道事業団監査室長

令和4年 全国市町村研修財団審議役命市町村職員中央研修所調査研究部長兼教授

令和5年 内閣府沖縄振興局参事官

令和5年11月 学校法人沖縄科学技術大学院大学学園監事

当法人の役員について、「特殊法人整理合理化計画（平成13年12月19日閣議決定）、「公務員制度改革大綱（平成13年12月25日閣議決定）」及び「「特別の法律により設立される民間法人の運営に関する指導監督基準（平成
14年4月26日閣議決定）」に基づき、退職公務員等の状況を公表するものです。

平成30年5月1日

理事
（非常勤）

チェリー・マレイ 平成29年5月24日

役職 氏名 就任年月日

副理事長 加藤　重治 令和4年4月1日

経歴

令和5年11月1日池田博之監事

理事
（非常勤）

野依　良治


